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救命救急分野 における初療時の職業感染 の予防に対す る現状 と対策
一当セ ンター と他施設 との比較を行 って一

浦 田 桜 

SurveyofOccupationalPreventionPracticeand 
StrategiesinHospitalEmergencyDepartments 

Urata,S.


Lは じめ に

救急医療の初療時においては業務上血液 ・体液に接触

する機会が多く、近年HIVの 増加など職業感染の危険は

高まる傾向にある1)。病院における感染症が拡大しないよ

うに、すべての患者 に適用する基本的な感染経路の遮断技

術がスタンダー ドプリコーション(以下SPと 記す)である 

2)。SPは 、血液感染症所有が不明のままで看護にあたる

救急医療においても、初療時の職業感染の予防対策 におい

ても重視されている3)4)。大阪大学医学部附属病院救命救

急センターにおいても病院全体の感染予防対策としてSP

が実施されている。しかし、当セ ンターの初療時のSPに

対する意識や実施状況については未だ調査は行なわれてい

ない。また、大阪府下の救急施設における現状も不明であ

る。そこで、当センターと他施設において、初療時のSP

の意識や実施状況及び施設における職業感染の予防対策の

現状を比較することで、施設における職業感染予防対策の

状況が初療時の個人のSPに 対する意識・実施状況に影響

を及ぼしているのかを明 らかにし、今後の初療時の職業感

染の予防対策 について考察 したので ここに報告する。

II.調 査方法

1.対 象:初 療経験のある大阪大学医学部附属病院救命

救急センター(以 下当センターと記す)の 看護者18名 と

大阪府下の救急施設5施 設(以 下他施設 と記す)の 看護者

125名 。施設長6名 。

2.期 間:2000年10月 一2001年2月

3.方 法:郵 送調査。倫理的配慮として調査表は無記名


とし、またデータの機密性を保持した。


大坂大学医学部附属病院 救命救急センター
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4.調 査内容(表1)

1)施 設に対する調査:年 間の新患者数(1999年 度)、

施設の分類、初療時の勤務体制、初療時の感染予防対策物

品、感染予防マニュアルの有無、職業感染予防の教育シス

テムの有無とその内容

2)看 護者に対する調査:基 本的属性、職業感染予防

の教育を受けた経験の有無、職業感染の経験の有無(針 刺

しなどで実際に感染を起こしていない場合も含む)、施設

の職業感染予防対策への危険 ・満足の認識の有無 と不満

に思 う理由、SPの 意識の有無、初療時に使用 している感

染予防物品の有無、手袋の使用方法

5.分 析

1)SPの 意識 ・実施の有無について有を1点 、無を

0点 として配点し全対象者の合計点を出した。

2)当 センターと他施設の比較 ・分析には、T検 定・x

二乗検定を用いた。なお、これらの集計にはSPSSve

r10統 計パッケージを用いた。

皿.調 査結 果

1.施 設に対する調査

回答は6施 設全部か ら得 られた。

年間の新患者数は、当センターでは301人 であり、他

施設の平均は643.8±340人 であった。施設の分類は、当

センター ・他施設共に三次救急であった。勤務体制につい

ては、当セ ンターでは日勤帯は初療につ く看護者は外来

専任者であり、夜勤帯は入院患者 も併せて受け持ってい

た。他施設では外来専任者のみであった。
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表1看 護婦及び施設長に対する調査項目

回答方法:質 問に対 しては、有(は い ・使用す る ・着用する)、 無(い いえ ・使用 し

ない ・着用 しない)の 二者選択 とし、それぞれの理由については自由記述 とした。

<看 護婦の場合>

1。 年齢.

2.・1生男1亅

3.看 護経験年数(通 算)

4.救 急看護経験年数

5.あ なたは初療時すべての患者に感染症所有の危険があると意識 していますか

6.あ なたが初療時に使用 している職業感染予防物品は何ですか

7.あ なたは6.で 選んだ物品を初療時最初か ら最後まで必ず使用 していますか

8.粘 膜 ・損傷のある皮膚に接触す るとき手袋を着用 していますか

9.他 の患者に接触する前手袋 を交換 し再度着用 していますか

10.同 一患者でも汚染した後手袋を交換 し再度着用していますか

11.血 液 ・体液な どに接触す るとき手袋を着用 していますか

12.血 液 ・体液などが飛散す るときマスクを装着 していますか

13.血 液 ・体液などが飛散す るときゴーグルを装着していますか

14.血 液 ・体液などが飛散す るときフェイスシール ドを装着していますか

15.血 液 ・体液な どが飛散す るときガウンを装着 していますか

16.初 療時、現行 の感染症対策で職業感染の危険を感 じますか

17.こ れまで職業感染予防についての教育を受けた経験があ りますか

18.現 行の初療時の職業感染対策に満足 していますか

19.こ れまで初療時、職業感染の経験がありますか

〈施設長の場合>

1.救 命セ ンターが開設年数

2.救 命救急センターの1999年 度の患者数

3.救 急 の対象患者(一 次 ・二次 ・三次)

4.初 療時の看護体制

5.病 院全体での職業感染予防対策マニュアルの有無

6.初 療時の職業感染対策マニュアル の有無

7.初 療室に職業感染予防対策 として、常時準備 されている 物品は何ですか?

8.職 業感染予防のために、何か教育 システムがあ りますか?

9.初 療時の職業感染の有無

一37一
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初療時の感染予防対策物品としては、当センターでは

手袋 ・マスク ・ゴーグル ・フェイスシール ド・ガウンが

常備されていた。他施設では全施設共に手袋 ・マスクは

常備 されていたが、5施 設中4施 設ではゴーグル ・フェ

イスシール ド・ガウンは常備されていなかった。

感染予防マニュアルは全施設にあったが、初療時に限

定されたマニュアルは、当センターにはなく、他施設で

は存在するのは3施 設であった。職業感染予防の教育シ

ステムの有無については、当セ ンターには無かったが、他

施設では2施 設が有 りと回答 してお り、その内容は勉強

会や講演会の開催などであった。当センターと他施設の

間でマニュアルの有無、職業感染予防の教育システムの

有無とSPの 意識 ・実施の有無に有意差はなかった。

2。 看護者に対する調査

アンケー トの回答数と有効回答は、当センターでは15

名中14名(93.3%)で あり、他施設では143名 中101名

(70.6%)で あった。

1)基 本的属性(表2)

平均年齢は、当センターでは28.0±5.6歳 であり、他

施設では29.4±4.9歳 で、当センターと他施設の平均年

齢に有意差はなかった。性別について、当センターでは

女性のみであ り、他施設では男性は5名(5.0%)、 女性

は96名(95,0%)で あった。当センターと他施設の性別

に有意差はなかった。通算の看護経験年数の平均は、当

センターでは6.4±5.3年 であり、他施設では8.0±4.6

年であった。当センターと他施設の通算の看護経験年数

に有意差はなかった。通算の救急看護経験年数の平均は、

当センターでは3.9±3.2年 であり、他施設では5。2±3.6

年で、当センターと他施設の通算の救急看護経験年数に

有意差はなかった。

表2基 本的属性

当セ ンター 他施設

平均年齢 28.0圭5.6歳 29.4圭4.9歳

男性0名(0%) 男性5名(5%)
性別

女性14名(93.3%) 女性96名(95%)

看護経験
6.4ま5.3年 8.0歴4.6年

年数平均'

救急看護経験
3.9圭3.2年 5.2m3.6年

年数平均

2)職 業感染予防の教育を受けた経験の有無(表3)

これまでの職業感染予防の教育の経験について、教育

を受けた経験の有 る人は当センターでは9名(64.3%)で

あり、他施設では56名(55.4%)で あった。また、教育

を受けた経験の無い人は当センターでは5名(35.7%)で

あり、他施設では45名(44.6%)で あった。当セ ンター

と他施設の職業感染予防の教育を受けた経験の有無に有

意差はなかった。全施設で教育を受けた経験の有る人の

平均年齢は29.3±4.9歳 であり、教育を受けた経験の無

い人の平均年齢は29.1±5.2歳 であった。また看護経験

年数についてみると、教育を受けた経験の有る人の平均

は7.8±4.6年 であり、教育を受けた経験の無い人の平均

は8.1±49年 であった。救急看護経験年数についてみる

と、教育を受けた経験の有る人の平均は5.7±3.7年 であ

り、教育を受けた経験の無い人の平均は4.2±3.1年 で

あった。これ らの教育を受けた経験の有無と平均年齢、平

均看護経験年数、平均救急看護経験年数に有意差はな

かった。

表3職 業感染予防の教育を受けた経験の有無

当センター 他施設


経験あり 9名(64.3%) 56名(55。4%)


経験なし 5名(35.7%) 45名(..%)


計 14名(100.0%) 101名(100.0%)


3)職 業感染の経験の有無(表4)

職業感染の経験について、職業感染の経験の有る人は

当センターで1名(7。1%)で あり、他施設では5名(5

%)で あった。職業感染の内容は、すべてが針刺 し事故

であった。また、職業感染の経験の無い人は当センター

で13名(92.9%)で あり、他施設では96名(95%)で

あった。当センターと他施設の職業感染の経験の有無に

有意差はなかった。全施設で職業感染の経験が有 る人の

平均年齢は29.8±6.4歳 であり、職業感染の経験の無い

人の平均年齢は29.2±4.9歳 であった。また看護経験年

数についてみると、職業感染の経験の有る人の平均は9.0

±2.0年 であ り、職業感染の経験の無い人の平均は7.8±

4.7年 であった。救急看護経験年数についてみると、職業

感染の経験の有る人の平均は3.3±0.6年 であり、職業感

染の経験の無い人の平均は5.1±3.6年 であった。これら

の職業感染の経験の有無と平均年齢、平均看護経験年数、

表4職 業感染の経験の有無

当センター 他施設

経験あり 1名(7.1%) 5名(5.0%)

経験なし 13名(92.9%) 96名(95.0%)

計 14名(100.0%) 101名(100.0%)

一38一
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平均救急看護経験年数に有意差はなかった。また、全施

設の教育を受けた経験の有無と職業感染の経験の有無に

有意差はなかった。

4)施 設の職業感染予防対策への危険 ・満足の認識の

有無と不満に思う理由(表5・6)

現行の施設の職業感染予防対策への危険を感 じている

かどうかについて、危険を感じている人は当センターで

は12名(85.7%)で あり、他施設では80名(79.2%)で

あった。また、危険を感じていない人は当センターでは

2名(14.3%)で あり、他施設では21名(20.8%)で あっ

た。当センターと他施設の職業感染予防対策への危険の

感じ方に有意差はなかった。全施設で危険を感じている

人の平均年齢は29.1±4.1歳 であり、危険を感じていな

い人の平均年齢は29.7±5.2歳 であった。また看護経験

年数についてみると、危険を感じている人の平均は7.9±

4,6年 であり、危険を感じていない人の平均は8.0±5.0

年であった。救急看護経験年数についてみると、危険を

感じている人の平均は5.0±3.2年 であり、危険を感じて

いない人の平均は5.0±4.9年 であった。これ らの職業感

染予防対策への危険の有無と平均年齢、平均看護経験年

数、平均救急看護経験年数に有意差はなかった。

現行の施設の職業感染予防対策への満足の有無ヒつい

て、満足 している人は当センターでは4名(:.%)で

あり、他施設では48名(47.5%)で あった。また、満足

していない人は当センターでは10名(71.4%)で あり、

他施設では53名(53.5%)で あった。当センターでは他

施設よりも職業感染予防対策に満足 している人が少ない

傾向にあった。全施設で満足 している人の平均年齢は

29.2±4.6歳 であ り、満足 していない人の平均年齢は

29.3±5.3歳 であった。また看護経験年数についてみる

と、満足している人の平均は7.6±4.5年 であり、満足 し

ていない人の平均は8.1±4.9年 であった。救急看護経験

年数についてみると、満足 している人の平均は4.9±4,0

年であり、満足 していない人の平均は5.1±3.1年 であっ

た。これらの職業感染予防対策への満足の有無と平均年

齢、平均看護経験年数、平均救急看護経験年数に有意差

はなかった。

不満に思う理由を記入 していたのは45名 であり、その

内容としては物品の不備によりSPが 徹底できていない

が13各(不 満に思う理由の28.9%)、 危険を感じるが作

業効率や緊急性を優先させてしまう現場の雰囲気が6名

(13。3%)、 知識不足で意識が低いが5名(11.1%)、 針刺

し事故の危険が有るが4名(8.9%)、 呼吸器感染症の予

防が完全でないが4名(8.9%)、 現行法よりより良い方

法があると考えるが4名(8.9%)、 未知の感染症の存在

が4名(8.9%)、 マ ニ ュ アル が無 い が3名(6.7%)、 保 障

が 無 い が2名(4.4%)で あ っ た 。

表5施 設の職業感染予防対策への危険の感じ方

当セ ンター 他施設

危険を感じる 12名(85.7%) 80名(79.2%)

危険を感じない 2名(14。3%) 21名(1'%)

計 14名(100.0%) 101名(100.0%)

表6施 設の職業感染予防対策への満足の有無

当セ ンター 他施設

満足 している 4名(28.6%) 48名(47.5%)

満足 していない 10名(71.4%) 53名(53.5%)

計 14名(100.0%) 101名(100.0%)

5)SPの 意識の有無、初療時に使用 している感染予

防物品の有無、手袋の使用方法(表7)

「初療時すべての患者に感染症所有の危険があると意識

しているか」という質問に対 し、当センタ▽、他施設共に

全員が意識していると回答していた。職業感染予防対策 と

して、手袋 ・マスク ・ガウン ・ゴーグル ・フェイスシール

ドの着用が行えているかどうかについて、すべて着用でき

ている、及び何 も着用 しな いと回答 したのは、当セン

ター ・他施設共に皆無であった。手袋 ・マスクを着用でき

ていると回答 したものは、当センターでは12名(85.7%)

であり、他施設では57名(56.4%)で あった。その他の

着用法としては手袋のみの着用が、当センターでは1名

(7.1%)で あり、他施設では17名(16.8%)、 手袋 ・マス

ク ・ガウンの着用が、当センターでは1名(7.1%)で あ

り、他施設では14名(13.9%)で あった。これ らの着用

法のうち、手袋 ・マスクの着用の有無について当セ ンター

と他施設の間に有意差を認めた(P<0.05)。

手袋の使用方法については、患者毎に交換が行えてい

たのは、当センターでは13名(929%)で あり、他施設

では93名(78.8%)で あった。また汚染時に交換が行え

表7SPの 意識の有無

当セ ンター 他施設

意識 している 14名(100%) 101名(100%)

意識 していない 0名(0%) 0名(0%)

計 14名(100.0%) 101名(100.0%)
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ていたのは、当センターでは10名(71.4%)で あり、他

施設では89名(75.4%)で あった。当センターと他施設

の手袋の使用方法に有意差はなかった。

IV.考 察

1.当 センターと他施設のSPの 実施状況と施設にお

ける職業感染予防対策の比較

初めに調査対象については、当センターと他施設の看

護者の基本的属性 として、平均年齢 ・性別 ・通算の看護

経験年数 ・通算の救急看護経験年数 に有意差はなく、当

センターと他施設は類似 した基本的属性を有する看護者

で構成されている集団であると考える。

1)当 セ ンターと他施設のSPの 実施状況についての

比較分析

当センターと他施設の比較においてSPの 意識につい

ては、全員が意識していると回答 しており有意差を認め

なかったが、SPの 実施については、着用法のうち、手

袋 ・マスクの着用の有無について、初療時の感染予防対

策物品として、手袋 ・マスクが全施設で常備されていた

にも関わらず、当センターと他施設の間に有意差があり、

当センターでは着用率が高かったことが明らかとなった。

この結果については、感染予防マニュアルの有無、職業

感染予防の教育システムの有無とSPの 実施に有意差が

なかった ことより、それ以外の要因が考えられる。当セ

ンターと他施設の異なる点として、初療時の勤務体制が

挙げられる。当センターの初療時の勤務体制は、他施設

では外来専任者のみであるのに対し、入院患者も併せて

受け持ってお りそのことが影響していると考える。当セ

ンターでは入院患者の看護にあたる際の感染予防対策と

して、手袋 ・マスクの着用が習慣化 しており、初療時に

もそのまま手袋 ・マスクの着用が継続される機会が多く

有意差を認めたと考える。また、職業感染予防の教育シ

ステムの有無については、当センターには無く、他施設

では2施 設が有りと回答 していたが、職業感染予防の教

育システムの有無とSPの 実施の有無に有意差はなく、

他施設での教育システムの内容が充分でなかった可能性

があると考える。

2)施	 設の職業感染予防対策への不満とその理由

調査結果よ り、当センターでは他施設よりも職業感染

予防対策に満足 している人が少ない傾向にあった。施設

の職業感染予防対策として、初療時の感染予防対策物品

は他施設よりも当センターの方が完備されてお り不満に

思う原因としては考えにくい。しかし、職業感染予防の

教育システムについては当センターには無かったが、個

人のこれまでの職業感染予防の教育の経験については、

他施設よりも多いことか ら、教育システムが整備されて

いないことが不満に思 う一因となっていると考える。

2.今 後の職業感染の予防対策の有 り方

職業感染の予防対策 として、SPの 実施においては、

すべての患者に対 して、血液や体液、分泌物 ・汚染物 ・排

泄物等に触れるまたは飛散する時には、手袋 ・マスク ・

ゴーグル・フェイスシール ド・ガウンを着用することが提

唱されている2)に も関わらず、殆どの看護者が、手袋 ・マ

スクのみの着用あるいは手袋のみの着用であり、すべて

の物品を着用することができておらず、SPの 意識の高

さが予防対策に結びついていなかった。当センターにお

いては、入院患者の看護にあたる際の感染予防対策 とし

て習慣化 している手袋 ・マスクの着用率が初療時にも高

かった。普段から物品が常備され、すべての物品の着用が

感染予防に対する意識と共に習慣化すれば、当然初療時

にも物品の着用が継続でき、職業感染が予防できると考

える。すなわち、初療時の実態は通常の感染予防の状況を

反映すると考えられ、初療時の教育が重要であると考え

られる。安全な医療現場を整備 していくことはそこで働

く医療従事者の権利であり5)、SPで 提唱されている物品

が全施設ですべて常備されることが望ましいと考える。

感染予防マニュアルの有無については、全施設に感染

予防マニュアルが存在 していたが、初療時に限定された

マニュアルが存在するのは3施 設であった。マニュアルの

在 り方についてDean6)は 、「方法や手順が明確になる

と一貫性のある標準的な方法を徹底する事ができ、毎回

全員が同じように行えるというメリッ トがある、内容は

方法も手順もすべての人に利用 しやすいものとし、'利用

する人にとって使いやすい場所にきちんと置 くことが重

要である」と述べてお り、活用方法についても留意してい

く必要があると考える。

教育については、施設における職業感染予防の教育シ

ステムの有無 とSPの 実施に有意差は無 く、現行 の教育

方法の内容について検討する必要があると考える。三宅7)

の調査においても、各施設でそれぞれ委員会があ り、ある

いは指導者がいてそれな りの感染対策が実施されている

にも関わらず、看護婦は日常のベットサイ ドでの対策方

法を具体的に知 りたいと思っていると報告されてお り、

施設の取 り組みが必ず しも現場の看護者に浸透 していな

いことも考えられる。当センターでも、実際の対策 に直接

結びつくような内容の検討を行いなが ら教育システムを

導入 していく必要があると考える。

職業感染の経験については、すべてが針刺 し事故で

あったが、EPINetの 報告によると医療従事者は100

床あたり年間約30件 の針刺し事故に遭うとされてお り8)、
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当センター、他施設共に職業感染の経験は少なかった。し

かし、一回の針刺 し事故の感染確率は、HBVが30%、H

CVが3%、HIVO.3%と されてお り8)感 染防護は重要

であると考える。手袋の着用により、針刺 し時の皮膚か ら

の血液の侵入が50%以 上減少すると言われており、職業感

染の予防対策として各物品の重要性を教育していく必要が

あると考える。

つぎに、当センター、他施設共に約8割 の看護者が現行

の施設の職業感染予防対策に危険や不満を感 じていること

が明らかとなった。今後の職業感染の予防対策を充実 して

いくためには、その理由を把握 し改善 していくことが有用

であると考える。まず、物品の不備に関しては、飛沫感染

予防用のマスクの購入や作業性を高めるため改良された物

品の導入を行う事で改善できる。次に、現場の雰囲気に関

しては、迅速性 と緊急度が高いため、SPを 守る意識の持

続が難しいとされており4)、救命救急の特性によるものと

言えるが、救急医療は私達医療従事者の健康が基本にあっ

てからこそ成り立つものであり、自己防衛の意識が尊重さ

れるようなチーム作りを目指す必要があると考える。また、

知識不足や針刺 し事故の危険に対 しては、教育システムの

整備により知識の向上や意識の改善をはかることで危機感

をもつことができると考える。

今回の調査では、初療時の勤務体制、初療時の感染予防

対策物品、感染予防マニュアルの有無、職業感染予防の教

・育システムめ有無、職業感染の経験の有無に関わらず、S

Pの 意識の高さがSPの 実施に結びついていないというこ

とが明らかとなった。この原因には様々な要因があると考

える。看護者が教育やマニュアルなどで初療時の感染への

危険を認識していても、実際の救急医療の現場では刻一刻

と変化する患者の状態の中で緊急性があり、SPを 実施す

る時間的な余裕がないことも多い。また、感染の確率から

たぶん大丈夫だろうという曖昧な意識が働きSPの 厳重さ

が解かれることもある。また、患者の重症度によっては、S

Pで 提唱されている物品すべての着用は大袈裟であるよう

にとらえられる雰囲気もある。このような認識の違いや意

識のずれなどが影響 し合いSPの 実施を妨げているのでは

ないかと考える。しかし、これらは裏を返せば、本来のS

Pの 概念が正しく理解されていない結果でもある。SPの

実施を改善させるには、SPの 意識の内容を充実させる必

要があると考える。今回の調査では、教育やマニュアルの

具体的な内容の検討には至っておらずそれ らの内容の改善

をはかることが必要であると考える。また、SPの 実施を

向上させるためには病院の規則 として職業感染予防対策物

品の着用を義務付けることが有用ではないかと考える。周

囲の環境から整備しSPの 実施を改善 してもそれが単なる

習慣 とな らないようSPの 概念やその目的が認識できる

よう教育を並行 して続 けることが、今後の職業感染の予

防につながっていくと考える。

V.ま とめ

・当センターと他施設において、初療時のSPの 意識 ・実

施の有無及び施設における職業感染の予防対策の現状の

比較を行なった。

・初療時のSPの 意識 ・実施の有無について、全員がSP

の意識はあるが、実施は不十分であった。当センターでは

他施設と比較すると、手袋 ・マスクの着用率が高かった。

・施設における職業感染の予防対策の現状について、初療

時の感染予防対策物品、感染予防マニュアルの有無、職業

感染予防の教育システムの有無によるSPの 実施の有無

に有意差はなかった。基本的属性、職業感染予防の教育を

受けた経験の有無、職業感染の経験の有無、施設の職業感

染予防対策への危険 ・満足の認識の有無とSPの 実施の

有無に有意差はなかった。

VI.お わ りに

大阪府下の救命救急分野における初療時あ職業感染の

予防に対する現状として、SPの 意識はあるが実施は不

充分であることが解った。今後の職業感染の予防対策 と

して、SPで 提唱されている物品の常備、感染予防マニュ

アルの整備 と活用の工夫、現場の対策に直接結びつくよ

うな教育システムの検討などを行う必要があることが示
一唆された

。
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